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は じ め に
　第二次納税義務者は，本来の納税義務者に対す
る更正・決定等の課税処分（以下「主たる課税処
分」という．）の違法を理由として，その告知処分
の取消を不服申立て又は訴訟（以下「争訟」1）と
いう．）できるかが問題とされてきた2）．そもそも，
第二次納税義務は本来の納税義務に代わるもので
あるから主たる課税処分が消滅した場合には，第
二次納税義務も当然に消滅する（第二次納税義務
の附従性）こととなる3）．しかし，主たる課税処
分が適法でないにもかかわらず本来の納税義務者
がその課税処分を争わず，かつ，第二次納税義務
者がその課税処分の違法を争えないとすれば，そ
の不利益を第二次納税義務者が被ることになるか
らである．
　筆者は以前，主たる課税処分の違法につき第二
次納税義務者が争訟できるかの判断基準として，
主たる納税義務者とその第二次納税義務者との関
係（以下「両者の関係」という．）において，第二
次納税義務者の憲法上保障される訴権が主たる納
税義務者によって十分に代理されるほどの親近性
や一体性4）があるかどうかという基準を提起し，か
かる親近性や一体性が両者の関係に認められない
場合にはその第二次納税義務者に不服申立て適格
又は訴訟適格（以下「争訟適格」という．）を認め
るべきだと主張した5）．
　後述するが，第二次納税義務制度は，両者の関
係において「財産権」上の親近性や一体性を根拠
とした制度ということができる．これとは別に，
第二次納税義務者が主たる課税処分の違法を争え
るかどうかは，行政事件訴訟法 9 条《原告適格》
1 項の適用の問題と解され，これは憲法上の「訴
権」の保障，すなわち，裁判を受ける権利の要請
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に対応するものである．そもそも，憲法上その保
障されるべき目的が異なる「財産権」と「訴権」
とは明確に区別されるべきものである．第二次納
税義務制度は，両者の関係において，第二次納税
義務者に憲法上保障されている財産権を主たる納
税義務者に代わって負担させても公平を失しない
ような「財産権」上の親近性や一体性6）を予定し
たものであるが，両者の関係において課税処分の
取消を求めて争訟を提起する権利が代理されてい
るという意味での「訴権」上の親近性や一体性を
予定するものではないのである．それゆえ，第二
次納税義務者が主たる課税処分の違法7）を争訟で
きるかは，第二次納税義務制度との関わりにおい
て，原告適格という観点から考察されるべきもの
である．
　このような原告適格という観点で，最高裁昭和
50年 8 月27日第二小法廷判決（民集29巻 7 号1226
頁，以下「昭和50年判決」という．）をながめる
と，主たる納税義務者に争訟の機会が与えられて
いることをもって第二次納税義務者の訴権が代理
されているとして，両者の関係において「訴権」
上の親近性や一体性があることを根拠に下された
判断と整理される．結論としては正当であろう．
しかし，昭和50年判決がすべての第二次納税義務
者に対して「違法性の承継」が認められないかの
ような判断をしたことには疑問が残る．なぜなら，
第二次納税義務の対象となる主たる納税義務者と
第二次納税義務者との関係には種々の態様がある
のであって，すべて両者の関係において「訴権」
上の親近性や一体性が認められるとはいえないか
らである8）．
　他方，最高裁平成18年 1 月19日第一小法廷判決
（民集60巻 1 号65頁以下「平成18年判決」という．）
は，行政事件訴訟法 9 条《原告適格》の該当性の
観点から国税徴収法39条《無償又は著しい低額の
譲受人等の第二次納税義務》所定の第二次納税義
務者の争訟適格を認めた事案であった．同最高裁
は第二次納税義務制度の両者の関係には「種々の
態様がある」ことを認定して第二次納税義務者の
人的独立性に着目した画期的な判決であった．
　しかしながら，同最高裁も主たる納税義務者と
の関係において，いかなる第二次納税義務者に当
該争訟適格を認めるかという判断基準は明らかに
していない．さらに，平成18年判決は第二次納税
義務者がその納付告知処分の取消争訟として争っ
たものではなく，第二次納税義務者が直接に主た
る課税処分の取消訴訟を行ったものに対する判断
であるから昭和50年判決の問題をそのまま残した
形での判断であった9）．
　そこで，本稿では，まず，Ⅰ第二次納税義務制
度及び行政事件訴訟の沿革に触れ，第二次納税義
務者の争訟適格の議論には「権利救済制度の整備」
の観点が必要であることを指摘し，次に，Ⅱ第二
次納税義務制度における主たる納税義務者と第二
次納税義務との関係につき昭和50年判決を題材に
検討し，主たる納税義務者と第二次納税義務者の
「財産権」上の親近性や一体性を基礎とする関係で
あることを確認し，Ⅲこの関係とは区別されるべ
き第二次納税義務者の「訴権」について原告適格
の観点及び平成18年判決を題材に検討して「訴権」
上の親近性や一体性を基礎とする関係というもの
を観念する．その上で，Ⅳ違法性の承継がされる
判断基準について再検討し，第二次納税義務者の
主たる課税処分の違法の争訟適格が認められる基
準を検討する．
Ⅰ 制度の沿革
1 　第二次納税義務制度の沿革
⑴ 制定の経緯
　第二次納税義務制度は，昭和26年に初めて旧国
税徴収法に導入され10），その後昭和31年 1 月に旧
国税徴収法の大改正を行うために設置された租税
徴収制度調査会（以下「調査会」という．）におい
て 3 年間にも及ぶ議論の末に拡充されたもので昭
和34年にほぼ現行法の形で制定された．
　調査会が昭和33年に提出した租税徴収制度調査
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会答申によれば，「第二次納税義務制度は，形式的
に第三者に財産が帰属している場合であっても，
実質的には納税者にその財産が帰属していると認
めても，公平を失しないときにおいて，形式的な
権利の帰属を否認して，私法秩序を乱すことを避
けつつ，その形式的に権利が帰属している者に対
して補充的に納税義務を負担させることにより，
徴税手続の合理化を図るために認められている制
度」11）であるとしている．
⑵ 戦後の混沌とした社会的・経済的背景と法
務省民事局と大蔵省主税局との対立
　第二次納税義務制度が導入され拡充される当時
は，戦後まもない混沌とした社会・経済情勢を反
映し，復興のための莫大な財政支出を賄うための
歳入確保の措置として増税が行われ，またハイパ
ーインフレが進行し，滞納が歴史的な水準となり，
徴税をとおして課税庁の職員と納税者との対立的
な構図が社会現象として浮かび上がっていたこと
が指摘できる12）．
　このような，歴史的・社会経済的背景の中で，
一方では，債権者である金融界を代弁する法務省
民事局は，租税債権を債権債務的なものであると
の立場から，大日本帝国憲法の下で制定された旧
国税徴収法における租税債権の優先的効力を債権
者保護のため限定することを要求した13）．すなわ
ち，「公示を伴わない租税を公示方法を備えた担保
物権に優先させる合理的根拠がない．」との主張に
象徴される14）．
　他方において，大蔵省主税局側は，歳入確保の
ために納税者の矢面に立って租税徴収事務にあた
る立場を代弁して，租税債権の優先的効力の維持
を要求する立場であった15）．
　調査会においてはこの租税債権における優先的
効力の考え方が真っ向からぶつかったのであった．
　佐藤英明教授は，国税徴収法の改正過程におけ
るこの対立について「行政法・租税法的な『公法
上の債権』論は，いわば『一勝一敗』であった．」
と述べられて，一方で一般債権に対する優先権が
認められたが，他方で担保権については私法上の
「公示の原則」を準用したルールに服することとな
った旨を指摘されている16）．
⑶ 租税法律関係に関する考え方の変化と第二
次納税義務制度
　第二次納税義務制度は，いわば戦前の絶対主義
国家から民主主義・自由主義国家への大転換とい
う歴史的な背景の下，租税法律関係に関する考え
方が権力関係説から債務関係説17）へと転換する最
中にあって制定されたともいえよう18）．
　この点，佐藤教授は当時の租税債権に関する考
え方の大きな変化の中で租税債権の優先的効力が
公示の原則に服する代償として第二次納税義務制
度の拡充があったことを端的に論述されている．
　すなわち，佐藤教授は「第 1 に，担保権付債権
と租税債権との優先劣後ルールの策定にあたって
は，旧法（明治30年国税徴収法）の定める租税債
権の広大な優先性が徴収回避への対処を意味をも
有していたことが認識され，新たに合理的な徴収
回避対処策を設けると同時に，債権としての優先
性そのものは公示の原則の準用に服する形に改め
られた．ここでは，公益性に基礎づけられた租税
債権の徴収確保の必要性と租税債権の本質的な私
債権との同質性が，同時に認められていると評価
し得る．」とし，租税債権の優先性を公示の原則の
準用に服する代わりに新たに合理的な徴収回避対
処策として第二次納税義務制度の拡充が行われた
ことを指摘される19）．
　また，佐藤教授は，「第 2 に，この租税債権と私
債権の同質性は，議論の早い段階から合意されて
いた．田中博士自身が前述の発言に続いて『今日，
日本で多くの人が考えつつあるように，租税債権
も一般私債権と同じ性格のものと考えるという考
え方』（下線は佐藤）と述べておられたが，租税債
権の優先性を強く主張する立場にある主税局サイ
ドにより，すでに第11回調査会（昭和31年11月 5
日）において，徴収確保制度の強化とセットでは
あるが，租税債権と担保権との優先劣後を租税債
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権の法定納期限を基準として判断する考え方の受
容が示唆されている．このことは，当時のわが国
において，租税を一般の私債権と『同じようなも
の』と捉える考え方が，すでに一定程度広く浸透
しており，そのこと自体に抗うことが困難になっ
ていたことを示唆しているように思われる．」と述
べられ，調査会の早い段階で，第二次納税義務制
度の強化とセットとして租税債権の私債権化が広
く浸透していたことを示唆されている20）．
⑷ 租税債権の優先的効力の限定に対する代償
としての第二次納税義務制度の拡充
　調査会における議論は，詐害行為取消権（民法
424条①）の行使の簡易化としての第二次納税義務
制度の拡充と引きかえに，租税債権の優先的効力
の範囲を限定することで決着した21）．
　調査会における第二次納税義務制度の強化の議
論は，実は最初は訴訟によらず詐害行為取消権の
行使を行政権で行うという議論からはじまり，そ
れは困難であるとの判断から，行政権の行使とし
て適用し得る第二次納税義務制度の範囲の拡充と
の議論に発展したのであった22）．大蔵省主税局の
吉国二郎氏は，「現在詐害行為取消権を行使するの
に訴によらなくてはならない．…ほとんど最近ま
で例がなかった，最近において若干例があるよう
ですが，実効はほとんどあがっておらない．…そ
こで，できれば一定の要件をおいて行政権が直接
取り消すことができないだろうか．それに対して
は，再調査請求その他最終的には訴訟にまで及ぶ
わけでございますが，簡易に取消ができる方法は
ないだろうか」とし，そして，その理由として，
「現行制度のように訴訟により詐害行為を取消すこ
とは，日時を要し，徴収の早期確保に欠けるとこ
ろがある．」また，「仮に行政処分により一時的に
私法上の法律行為を取り消しても，これに対する
私法上の争訟の途を開いておけば，私権の保護は
期し得られる．」とする23）．
　これに対して，反論も述べられている．すなわ
ち，「行政処分により私法上の法律行為を否認する
ような形成的行為は，私権保護の面から，適当で
ない．」また，「詐害行為の取消の簡素化は，むし
ろ，…第二次納税義務制度の拡充のような形にお
いて検討すべきである．」ようするに，「権利関係
を動かすくらいならば，一定の要件で相手方に第
二次納税義務を負わせるという法律的な規制の方
が適当ではないだろうか．そうすれば，行政権が
無理な形成行為をしないでも済み，また法律的に
その要件を明らかにしておけば，たとえ責任を課
しても問題ないのではないだろうか．」と24），この
ような議論から租税債権の優先的効力との関係で
第二次納税義務制度の拡充が行われたこと25）は最
も注目されよう．
⑸ 小 括
　課税庁の側が詐害行為取消しの訴訟による実効
性が上がらないという現状を打破するために，一
定の要件で相手方に第二次納税義務を負わせると
いう規制を選択したわけである．いいかえれば，
課税庁が訴訟による手間や日時を省き徴税の早期
確保を実現する代わりに，第二次納税義務者に課
税庁が負っていた手間や時間を負担させたのであ
る．この手間や時間という犠牲の転換があったと
いう第二次納税義務制度の拡充の沿革に照らし
て26），第二次納税義務の訴権はその「権利救済制
度の整備」の程度に応じて確保されるべきであろ
う．
　後述するが，もし「権利救済制度の整備」が整
っていないのであれば，その整備の不足する程度
に応じて第二次納税義務者の訴権である原告適格
は尊重されるべきものであると考える．
　第二次納税義務者の主たる課税処分の違法に対
する訴権としての原告適格を考えると，第二次納
税義務者がその納付告知処分の取消訴訟において
主たる課税処分の違法を争う「権利救済制度の整
備」がされていないことから，私見としては，主た
る課税処分につき主たる納税義務者の裁判を受け
る権利が代理されていない第二次納税義務者につ
いては違法性の承継を認めるべきであると考える．
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2 　行政事件訴訟の沿革
　戦前の大日本帝国憲法の下における行政事件訴
訟は，唯一の行政裁判所における一審かつ最終審
の裁判とされており審理については書面審理主義，
職権主義，請願前置主義が採用され出訴期間が短
期間であることなどから国民の権利救済の点にお
いては不十分なものであった27）．
　戦後の日本国憲法下で行政裁判所は廃止される
こととなり，暫定的な措置である行政事件訴訟特
例法（昭和23年法律第八十一号）が制定された．
しかしながら，この行政事件訴訟特例法は早急に
作られたものであって，運用過程で諸種の問題が
生じたため，昭和30年に法制審議会に対して行政
訴訟に関する法令の改正につき諮問がされ，その
結果昭和36年に改正案要綱ができ現行の行政事件
訴訟法（昭和37年法律第139号）が制定されたのは
翌年の昭和37年になってからであった．
　昭和30年当初の行政事件訴訟に係る法制定の状
況下において，第二次納税義務制度が拡充された
ことは，一方で第二次納税義務の「権利救済制度
の整備」が整わない中で，徴収の効率化と安定化
が図られたことを意味する．このような観点から
も第二次納税義務者の権利救済の可否は考慮され
るべきと考えられる．
3 　小　　　括
　第二次納税義務制度は，その制定背景，すなわ
ち，一方で第二次納税義務者の訴権利益を犠牲に
して，他方で一定の要件の下で課税庁に第二次納
税義務の財産権に対する行政処分権を付与したと
いう制定背景をもつ．第二次納税義務制度の導入
及び拡充された時期おいては，行政事件訴訟法が
制定されておらず，納税者の権利救済の観点から
は不十分な行政事件訴訟特例法が存在していた．
　これら制度制定の沿革に鑑みると，第二次納税
義務者の主たる課税処分の違法に対する訴権利益
の有無の判断基準として，第二次納税義務者が主
たる課税処分の違法を争う「権利救済制度の整備」
の観点が必要であると考える．
Ⅱ 第二次納税義務制度における主たる納税義務
者とその第二次納税義務者の関係と第二次納税
義務者の訴権
1 　第二次納税義務制度における両者の関係に
ついて
　次に，第二次納税義務制度における主たる納税
義務者と第二次納税義務者との関係について判例
を題材にして検討したい．昭和50年判決に係る調
査官解説で佐藤繁調査官は「現行法上の第二次納
税義務者は，いずれも，なんらかの意味において，
本来の納税義務者と密接な親近性を有する者であ
〔る〕」とし，かかる親近性や一体性が両者に認め
られるからこそ，「少なくとも所定の範囲の納税義
務に関しては，両者の間に実質的な一体性を肯定
しても公平に反しないような利害共通の関係があ
るものと認められる．」とし，主たる納税義務者と
は人格の異なる第二次納税義務者にその責任を負
わせているとする．
　このような論理構成の下で，昭和50年判決は，
「第二次納税義務は，…本来の納税義務者と同一の
納税上の責任を負わせても公平を失しないような
特別の関係にある第三者に対して補充的に課され
る義務であって，…右第三者を本来の納税義務者
に準ずるものとみてこれに主たる納税義務につい
ての履行責任を負わせるものにほかならない．」と
認定するのである．
　昭和50年判決のいう「公平を失しない」ような
特別な関係が何を意味するのかが問題となるが，
これは，第二次納税義務の趣旨とされる租税徴収
制度調査会の答申における「形式的に第三者に財
産が帰属している場合であっても，実質的には納
税者にその財産が帰属していると認めても，公平
を失しないときにおいて，…その形式的に権利が
帰属している者に対して補充的に納税義務を負担
させる〔下線筆者〕」28）という部分を根拠とした判
断だと考えられる．
　ここでの「公平を失しないとき」とは，下線の
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とおり第三者と納税者との「財産の帰属」に着目
しており，両者を「財産権」上の関係において同
一の責任に服させていると解されるのである．
　つまり，ここでいう，両者の関係における親近性
や一体性は「財産権」上の関係を指していること
は明らかである．第二次納税義務制度は，主たる
納税義務者とは人格の異なる第二次納税義務者に
その「財産権」上の責任を負わせているのである．
　そこで，ここでは便宜的に，第二次納税義務制
度が予定する主たる納税義務者と第二次納税義務
者の親近性や一体性という関係を「財産権上の一
体性」と呼ぶこととしたい．「財産権上の一体性」
とは，昭和50年判決のいう「本来の納税義務者と
同一の納税上の責任を負わせても公平を失しない
ような特別の関係」であり，両者の関係において
憲法上保障されている財産権を侵害されても公平
を失しない程度の一体性・親近性がある関係をい
うものとしよう．
　第二次納税義務制度は，昭和50年判決に従えば，
第二次納税義務者に主たる納税義務者と同一の納
税上の責任を負わせても「財産権」上は公平を失
しないような親近性や一体性という特別な関係，
すなわち「財産権上の一体性」を基礎としたもの
であり，憲法上保障されるべき「財産権」に対応
する関係を基礎とした制度であると考えられる．
この「財産権」の保障は，本来の納税義務者とは
別個独立の人格である第二次納税義務者にも本来
当然に要請されるものである29）．
　いいかえれば，「財産権」上，両者の関係におい
て同一の責任を負わせても公平を失しないような
ときには第二次納税義務制度という実定法を根拠
として本来の納税義務者の納税義務を第二次納税
義務者に負担させようというものである．その意
味でその根拠法である国税徴収法が憲法の要請す
る「財産権」の保障に照らして違憲でないとの前
提があると解される．ただし，それは「財産権」
の保障の要請につき違憲でないとの意味であるか
ら，たとえ「財産権」の保障上は違憲でないとし
ても，憲法の要請する別個の権利である裁判を受
ける権利としての「訴権」の保障は別個のもので
あるから，これらは明確に区別して議論されるべ
きものである．
2 　第二次納税義務の訴権の意味
　では，次に二次納税義務者における「訴権」と
は何を意味するかを検討しよう．なぜなら，第二
次納税義務者が主たる課税処分の違法を争訟でき
るかは，第二次納税義務者の裁判を受ける権利に
係る問題でありその権利の内容や範囲が問題とな
るからである．
　第二次納税義務は，第二次納税義務者に対する
納付告知処分（国税徴収法32条《第二次納税義務
の通則》 1 項）によってその効力を生ずる．納付
告知処分は行政行為であるから，かかる行政行為
には，公定力，規律力，不可争力，執行力等の効
果が備わる30），
　さらに，主たる納税義務者の納税義務が申告で
はなく更正・決定等の課税処分に基づくものであ
る場合，主たる納税義務者に対する課税処分も行
政行為であるから，かかる行政行為にも同様にそ
れぞれの効力が備わる．
　本稿での問題は，主たる課税処分から生ずる効
力が第二次納税義務者にどのように及ぶかであり，
また，この主たる課税処分に係る効力と第二次納
税義務の納付告知処分から生ずる効力との両者の
関係であると考えられる．そして，ここで行政行
為の効力のうち本稿において重要なのは，公定力
とか不可争力といわれる効力である．
　一般に公定力とは，取消訴訟の排他的管轄と理
解される．行政行為の効力を訴訟により取り消す
にはそれ自体を争う特別な取消訴訟，すなわち，
紛争を作った行為それ自体を攻撃せよとされる31）．
公定力は実定法制度上の法効果であるから，当然
実定法上の根拠をもつが，その根拠は，行政事件
訴訟法における取消訴訟制度に求められる32）．
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3 　行政事件訴訟法 9 条 1 項の適用について
　そこで，行政事件訴訟法における取消訴訟制度
をみると，行政事件訴訟法 9 条《原告適格》 1 項
は，「処分の取消しの訴え及び裁決の取消しの訴え
…は，当該処分又は裁決の取消しを求めるにつき
法律上の利益を有する者…に限り，提起すること
ができる．」とする．第二次納税義務者が主たる課
税処分の違法を提起する場合においても，当該原
告適格の規定の要件を満たすことが必要となる．
　その意味で，第二次納税義務者の主たる納税義
務の違法についての訴権とは，行政事件訴訟法 9
条 1 項の適用の問題であるということができる．
行政事件訴訟法 9 条 1 項に規定する法律上の利益
を有する者の判断基準は，もちろん行政不服申立
てに係る行政審査不服法や国税通則法75条におい
ても同様のものと解される33）ので，次に行政事件
訴訟法 9 条 1 項の適用，すなわち原告適格の範囲
について検討する．
Ⅲ 第二次納税義務者の原告適格
1 　原告適格
　原告適格とは，取消訴訟において処分性が認め
られた場合にその処分の取消しを求めて出訴する
ことができる資格をいい，民事訴訟における当事
者適格に相当する．民事訴訟における当事者適格
に対して，取消訴訟においては原告適格が，具体
の訴訟においても解釈論上困難な問題を提示して
いるとされる34）．第二次納税義務者の主たる課税
処分の違法についての原告適格もこの解釈論上の
問題となる．
　この問題を困難なものとするのは，取消訴訟の
仕組みそれ自体に由来するとされる．すなわち，
それは，取消訴訟とは行政決定のある種のものを
行政訴訟として取り上げ，その効果を取り消すた
めには取消訴訟によるべしというルールを定めた
ものである35）．これを本稿の問題とすれば，主た
る納税義務者に対する課税処分を行政訴訟として
取り上げ，その効果を取り消すのは取消訴訟によ
るべしということとなる．
　そして，現行法の下における原告適格論は，行
政事件訴訟法 9 条 1 項に定める「法律上の利益を
有する者」の解釈論となる36）．主たる納税義務者
が自身に対しての課税処分に対して原告適格があ
ることは容易に理解できる．なぜなら，この場合
主たる納税義務者は課税処分の名宛人であるから
である37）．これに対して，解釈上の問題となるの
は，このような処分の名宛人以外の第三者，すな
わち，本稿の問題としていえば第二次納税義務者
である．
2 　原告適格の範囲に係る二つの学説
　学説上，原告適格の範囲の確定については二つ
の説があるとされる．一つは，①法律上保護され
ている利益説であり，いま一つは，②法律上保護
に値する利益説である38）．
　塩野宏教授によればそれぞれ次のような特徴を
もつとされる．①の説は，原告適格の範囲につき，
当該被侵害利益を処分の根拠法規が保護している
かどうかで判断しようとするものであり，国民の
権利利益の保護に重点を置いた考え方であり，そ
の意味で市民的法治国原理の枠組みを維持してい
るものとされる．
　これに対して，②の説は，原告の利益が法律に
よって保護されたものに限定されず，事実上の利
益でも足りるとし，利益の範囲は①よりも当然に
広く捉えられ原告適格の範囲をより拡大するもの
であって，取消訴訟のもつ適法性維持機能をより
重視しようとするものであるとされる39）．
3 　原告適格に係る判例と改正法の影響
　平成16年に行政事件訴訟法の一部改正（以下
「法改正」という．）40）があり，同法 9 条 1 項の解釈
基準として 2 項が付け加えられた．法改正前は，
判例は法律上保護された利益説に立ちつつも，実
質的には法律上保護に値する利益説に近づく傾向
を見せていた状況があり，改正法はこの状況を前
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提として解釈基準を挿入したものとされる41）．
　従来からの判例は，①の法律上保護された利益
説に立っており，原告適格を有する者は，処分の
根拠法規がその個人の個別的利益をも保護すべき
ものとしている場合に限られるとの点で一貫して
いる．
　改正法は，改正前の学説・判例の動向を前提と
して従前の法 9 条の文言をそのまま維持したが（ 9
条①），新たに項を起こして（同条 2 項），第三者
の法律上の利益の有無を判断するに当たっての考
慮事項を定めた．この考慮事項とは，処分の根拠
法令の「規定の文言のみによることなく，当該法
令の趣旨及び目的並びに当該処分において考慮さ
れるべき利益の内容及び性質を考慮する」こと，
その際，法令の趣旨目的を考慮するに当たり「当
該法令と目的を共通にする関係法令があるときは
その趣旨及び目的をも参酌する」ことである．
　つまり，塩野教授によれば，改正法制定の趣旨
は，第三者も法律上の利益を有する場合があるこ
と（反射的利益の機械的適用の否定）と，直接の
根拠条文のみならず広く関係法令の趣旨目的にま
で視野を広げること（根拠条文の形式的文言解釈
の否定），及び被侵害利益の状況を視野に入れるこ
とであるとされる42）．この趣旨は，第二次納税義
務者の原告適格を考える場合においても当てはま
ると考えられる．
　改正法について，塩野教授は，「原告の主張する
主観的利益への考慮が当該処分の要件となってい
るかどうかに着目するという意味で，処分要件説
である．しかし，そのことは，従前の判例の単な
る固定を意味するものではない点に注意する必要
がある」とされ，一つは，「従来個別の最高裁判所
判決に現れたところを一般化したものであるから，
下級審裁判所としては，過去の最高裁判所判決事
例にとらわれることなく考慮することが要請され
るのであって，ここに，裁判例の全般的改変が期
待されていることである．」とし，いま一つは，「右
の点は最高裁判所の段階における『法律上の利益』
の解釈にもあてはまるところであって，従来は個
別の事例において考慮された事項が今後はあらゆ
る事件において考慮されるべきものとされたので
ある．」とする．
　さらに，塩野教授は，改正法が利益の内容及び
性質並びにこれが害される態様及び程度を勘案す
るとしたことにつき，「処分の改正法の基本的趣旨
である，国民の権利利益の実効的救済の見地に立
ちつつ解釈運用することが一層要請されるのであ
る」とされる43）．
　改正法についての塩野教授の指摘で特に注目さ
れるのは，「考慮事項として掲げられたところと当
該行政庁が処分をするに当たって考慮すべき要件
との関係について法は特別に関係規定を置いてい
ない．しかし，当該法令の趣旨および目的，当該
処分において考慮されるべき利益の観念とはいず
れも，法適用の主体を問わない客観的なものであ
るので，つまるところ， 9 条 2 項は，行政庁の処
分要件についてもその解釈基準を指し示したもの
ということができる．この点で，行政法における
実体法と手続法の連結がみられるのである〔下線
筆者〕．」との指摘である44）．
　下線の「行政法における実体法と手続法の連結
がみられる」という指摘は，第二次納税義務者に
主たる課税処分の違法につき原告適格を認めると
いう観点から，主たる課税処分を実体法に係るも
のと，第二次納税義務の納付告知処分をそれに続
く手続法に係るものとそれぞれ捉えた場合に，行
政事件訴訟法 9 条 2 項が規定されたことによって
主たる課税処分についても処分要件としての解釈
基準が規定されたことを意味し，第二次納税義務
の納付告知という手続法に係る処分とその処分の
前提となる主たる課税処分という実体法に係る処
分との間に連結がみられると解することができるか
らである．すなわち，主たる課税処分における処
分要件の解釈基準として第二次納税義務の納付告
知処分という手続法上の処分における利益の考慮
もその射程に入り得ると解されるのである．この
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指摘は，主たる課税処分の違法が第二次納税義務
の納付告知処分に承継されるという違法性の承継
の問題に関連するものとして注目されよう．なお，
「違法性の承継」についてはあとで詳しく述べる．
4 　平成18年判決における原告適格と「訴権上
の一体性」
　以上のとおり，原告適格についての学説と行政事
件訴訟法の改正前と改正後の判例の動向とを簡単
に概観したが，次に，第二次納税義務に係る原告
適格として平成18年判決の説示を確認してみよう．
　最高裁はまず，「国税徴収法39条は，滞納者であ
る本来の納税義務者が，…無償又は著しく低い額
の対価による譲渡…を行ったために，…これらの
処分により権利を取得し…た第三者に対し，…本
来の納税義務者の滞納に係る国税の第二次納税義
務を課している．」とする．次に，「主たる納税義
務が主たる課税処分によって確定されるときには，
第二次納税義務の基本的内容は主たる課税処分に
おいて定められるのであ」るとし，そこで，「違法
な主たる課税処分によって主たる納税義務の税額
が過大に確定されれば，…第二次納税義務の範囲
も過大となって，第二次納税義務者は直接具体的
な不利益を被るおそれがある．他方，主たる課税
処分の全部又は一部がその違法を理由に取り消さ
れれば，第二次納税義務は消滅するか又はその額
が減少し得る関係にあるのであるから，第二次納
税義務者は，主たる課税処分により自己の権利若
しくは法律上保護された利益を侵害され又は必然
的に侵害されるおそれがあり，その取消しによっ
てこれを回復すべき法律上の利益を有するという
べきである．」として，国税徴収法39条所定の第二
次納税義務者に原告適格を肯定しているのである．
　さらに同最高裁は，「一般的，抽象的にいえば，
国税徴収法上第二次納税義務者として予定される
のは，本来の納税義務者と同一の納税上の責任を
負わせても公平を失しないような特別な関係にあ
る者であるということができるが」として，第二
次納税義務制度が同一の納税上の責任（財産権上
の責任）を負わせても公平を失しないような特別
な関係を予定していることを指摘した上で，しか
し，「その関係には種々の態様があるのであるし，
…第二次納付告知によって自ら独立した納税義務
を負うことになる納税義務者の人的独立性を，す
べての場面において完全に否定し去ることは相当
ではない．」とする．この完全に否定し去ることの
できない場面の中には，一方で同一の納税上の責
任（財産権上の責任）を負わせても公平を失しな
いが，他方で主たる納税義務が主たる課税処分に
よって確定されるときには第二次納税義務の基本
的内容は主たる課税処分において定められ，主た
る課税処分の違法の取消しにより回復すべき法律
上の利益を有する第二次納税義務者の訴権利益で
ある原告適格の有無を判定する場面が含まれると
解することができよう．
　そして，本件の同法39条所定の第二次納税義務
者につき，「取引相手にとどまり，常に本来の納税
義務者と一体性又は親近性のある関係にあるとい
うことはできないのであって，当然に，本来の納
税義務者との一体性を肯定して両者を同一に取り
扱うことが合理的であるということはできない．」
とし，さらに，「本来の納税義務者は，滞納者であ
るから…主たる課税処分に…不服があるとしても，
必ずしも時間や費用の負担をしてまで…争訟に及
ぶとは限らない」として，「本来の納税義務者によ
って第二次納税義務者の訴権が十分に代理されて
いるとみることは困難である．」とするのである．
　最高裁は第二次納税義務者の原告適格の説示に
おいて，このように両者の関係につき，一方では，
第二次納税義務制度が本来の納税義務者と同一の
納税上の責任（財産権上の責任）を負わせても公
平を失しないような特別な関係にある者を予定し
た制度であることを認めながら，他方で，第二次
納税義務者の裁判を受ける権利が主たる納税義務
者に代理されるかどうかの観点，すなわち訴権利
益の有無の観点で解釈を行っている．
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　この訴権利益の観点からすると，第二次納税義
務者の原告適格を判断する基準として，第二次納
税義務者の訴権が主たる納税義務者に代理される
か否かを基準としていると捉えることができよう．
これをここでは便宜的に「訴権上の一体性」の有
無と呼ぶこととしたい．
　「訴権上の一体性」とは，主たる納税義務者と第
二次納税義務者との関係において第二次納税義務
者の憲法上保障されている訴権である原告適格が
主たる納税義務者に十分に代理されているといえ
るほどの親近性や一体性がある関係をいい，主た
る納税義務者によって第二次納税義務者の訴権が
十分に代理されているとみることが困難な関係は，
両者の関係において「訴権上の一体性」が無いと
呼ぶのである．「訴権上の一体性」が両者の関係に
おける訴権の代理の基準であって，両者の関係に
おいて「訴権上の一体性」が有る場合には，第二
次納税義務者の訴権が代理されており，それが無
い場合には，訴権が代理されていないことを意味
するのである．
Ⅳ 違法性の承継について
1 　違法性の承継
　前節の最後で，原告適格の観点から平成18年判
決を分析することにより，第二次納税義務制度に
おける両者の関係において「訴権上の一体性」と
いうものが観念できることが確認できた．
　ところで，平成18年判決は，第二次納税義務者
が直接に主たる課税処分の違法を争った事案であ
って，昭和50年判決のように第二次納税義務者が
自らの納付告知の取消訴訟において主たる課税処
分の違法を争うものではなかった．それゆえ，「違
法性の承継」の問題，すわわち，主たる課税処分
の違法が納付告知処分に承継されその，承継され
た違法を第二次納税義務者が争うことができるか
という問題が残されたままになっている45）．
　私見では，平成18年判決のように両者の関係に
おいて「訴権上の一体性」が認められない場合に
は，「違法性の承継」を認めるべきであり，また，
昭和50年判決のように両者の関係において「訴権
上の一体性」が認められる場合には，違法性の承
継を認めるべきではないと考える46）．そこで，本
節では，「違法性の承継」という観点から，それが
認められる場合とそうでない場合の判断基準を検
討する．
2 　違法性の承継の通説的見解
　田中二郎教授は，違法性の承継につき「後行処
分自体には違法が存しない場合に，先行処分が違
法であることを理由として，後行処分の取消しの
訴えを提起することができるかが問題となる」と
される．その上で，「先行処分と後行処分とが相結
合して一つに効果の実現をめざし，これを完成す
るものである場合には，原則として，積極に解す
べきであり，先行処分と後行処分とが相互に関連
を有するとはいえ，それぞれ，別個の効果を目的
とするものである場合は，消極に解すべきであろ
う．」と述べられる47）．これは通説的な見解とされ
ている．
3 　金子宏教授の見解
　金子宏教授も，「違法性の承継」の通説的な考え
方が「相連続する複数の行為が結合して一つの法
律的効果の発生をめざしている場合には，違法性
の承継を認めるべきであるが，各行為がそれぞれ
別個の法律的効果の発生を目的とする独立の行為
である場合には，違法性の承継を否定すべきであ
る」とされることを認めた上で，「課税処分と滞納
処分の違法性の承継の有無についても，右とほぼ
同様のことがいわれているが，それを整理し，よ
り具体的に表現すれば，次のようにいえる．」とし
て，「①課税処分は租税債権を確定させることを目
的とする処分であり，他方の滞納処分は確定した
租税債権の強制的な実現を目的とする処分であっ
て，両者はそれぞれ別個の法律的効果を目的とす
る処分であるから，その間に違法性の承継はない
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が，②差押処分と公売処分とは，租税債権の強制
的実現という同一目的のために段階的に行われる
処分であるから，両者の間には違法性の承継があ
る，とされる．判例も，ほぼ同様の理由で同様の結
論を判示するものがほとんどである．」とされる48）．
　しかしながら，金子教授は，このような違法性
の承継を区分する基準は必ずしも明確ではないと
述べられる．すなわち，「課税処分と滞納処分とが
別個の目的のものとはいっても，課税処分も究極
的には租税債権の実現に奉仕するものであって，
その意味では，両者はともに同一目的の処分とも
いいうる」とする49）．これを主たる課税処分の違
法を前提とした第二次納税義務者の納付告知処分
についていえば，主たる課税処分と第二次納税義
務者への納付告知処分は，究極的には租税債権の
実現をするという意味では同一の目的の処分とい
うことができることになる．この指摘は通説的見
解に警鐘を鳴らすという意味のみならず，第二次
納税義務制度の対象となる両者の関係には種々の
態様があり，これらの態様のうちに違法性の承継
を認める可能性を示唆される点で注目に値する．
　金子教授は，その上で「違法性の承継の限界を
どこにもとめるかは，行政行為に係る法律状態の
安定と国民の権利保護の要請との二つの異なった
要求をどのように調和させるのか，の問題である．」
とされ，特に，課税処分と滞納処分との関係につ
いては，「抽象的な基準を設けるのは困難であり，
行政処分の安定の重要性と国民の権利保護の必要
性との比較衡量によって，個別的に，違法性の承
継の有無を判断すべきである．」とされるのであ
る50）．
　この指摘は，課税処分と滞納処分の関係におけ
る「違法性の承継」の問題を考える場合に，「行政
処分の安定」と「国民の権利保護」との比較衡量
によって個別的に検討すべきとするもので，第二
次納税義務者の主たる課税処分の違法の争訟可否
を判断する場合における両者の関係における種々
の態様に対応して考えることができる見解である．
示唆に富んだ指摘であると思われる．
　金子教授は，次に「課税処分と徴収処分との関
係は，…租税の有する特質から課税処分の安定性
が強く要請されていることを考慮し，他方，納税
者の権利救済制度が整備されている現状から見れ
ば，前者を重視するのが妥当であり，両者の間に
は違法性の承継がないと解すべきである．」と述べ
られる51）．これは，課税処分とそれに続く徴収処
分が同一の納税者に行われるのであれば，その納
税者にとっては，現行の権利救済制度が整備され
ているので問題はないということを示しているも
のと考えられる．
　ところで，筆者が注目したいのは，納税者の権
利救済制度が整備されている現状からみれば「違
法性の承継」がないと解すべきという金子教授の
指摘である．なぜなら，課税処分に続く徴収処分
が主たる納税者と異なる別の人格に対して行われ
る第二次納税義務については，その結論は異なっ
てしかるべきと考えられるからである52）．
　すなわち，私見では，「違法性の承継」の有無に
ついては，金子教授が述べられるとおり，「行政処
分の安定」と「国民の権利保護」との比較衡量に
よって個別的に検討すべきものであり，租税にお
いては，実体法を根拠とする課税処分と手続法を
根拠とする滞納処分についての「違法性の承継」
の有無においても，課税処分の安定性の要請と納
税者の権利保護の観点から判断されるべきであり，
それは納税者の権利救済制度の整備の程度に依存
すると思われるのである．このことは，第二次納
税義務者が主たる課税処分の違法の争訟可否を判
断する基準としての「訴権上の一体性」に対して
もう一つの判断材料を提供することとなると思わ
れる．
　つまり，かかる争訟可否を判断する基準として
は，両者の関係における「訴権上の一体性」と，
第二次納税義務者の「権利救済制度の整備の程度」
の二つが挙げられることとなる．
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4 　小早川光郎教授の見解
　小早川光郎教授も違法性の承継につき，「先行す
る行為に伴う瑕疵の存在が後続の行政行為の取消
事由…になるかの問題である．」とされ「通説は，
この違法性の承継の認否の基準として，先行行為
と後続行為とが，一の効果の発生，一の目的の実
現をめざす単一の手続に属する場合にこれを肯定
し，両者がそれぞれ別個の効果の発生をめざすも
のである場合はこれを否定すべきものとするが，
このような通説に対しては，基準として不明確で
あるとの批判も当然にありうる．」とされるのであ
る53）．
　課税処分と滞納処分との関係で判例および学説
はほぼ例外なく違法性の承継は否定されていると
しながらも，違法性の承継の問題を検討するには，
実体法的側面と手続法的な側面とに分けて分析す
べきことを示唆される．すなわち，「行政行為の有
無が一定の訴訟において先決問題として審理され
るべきか否かを論ずるに当たっては，…一方では，
問題となっている具体的な違法事由すなわち一定
の法律要件の存否と，本案請求（または抗弁）と
のあいだの実体法上の先決関係の有無の判断が，
他方で，それとは別個の手続法的な考慮が必要で
あると考える．」とされ54），違法性の承継の有無に
ついては，一方で実体法上の法律要件の存否を他
方で手続法的な考慮との両面が必要であるとする．
　そこで，滞納処分の取消訴訟において課税要件
が不存在だった場合を例に挙げて，一方では「課
税要件を具えていない者から税金を強制徴収する
ことは許されないという常識的な判断から出発す
べきである．」とされ，実体法上は権利保護の要請
があることを指摘し，他方において，「手続法的に
は，課税要件の存否に関する争いの早期確定と滞
納処分手続きの安定を考慮して，滞納処分の取消
訴訟においては，右のように実体法上は先決問題
があるにもかかわらず，課税要件不存在の主張は
もはや許さないとする政策的選択もありうる．」と
して，手続法的には，課税処分の安定性の要請が
考慮されるべきで，これは政策的な選択であると
位置づけている．
　つまり，小早川教授も，「納税者の権利保護」の
観点と「課税処分の安定性」の要請との両面を考
慮すべきであるとしているのであり，この点で金
子教授と軌を一にすると考えられる．このことは，
租税においては，実体法を根拠とする課税処分と
手続法を根拠とする滞納処分についての「違法性
の承継」の有無においても，課税処分の安定性の
要請と納税者の権利保護の観点から判断されるべ
きことを示していると思われる．よって，第二次
納税義務者が主たる課税処分の違法を争訟できる
かの判断基準として，両者の関係における「訴権
上の一体性」に加えて「納税者の権利保護」の観
点と「課税処分の安定性」の要請の両面の考慮が
加わるのである．
　さらに，注目されるのは，小早川教授は，「現行
法は，課税処分につき，場合によっては理由附記
を要求し，また，つねに通知書の送達をその成立
要件とし，かつ，原則として二段階からなる不服
申立制度を設けて取消訴訟手続きに接続させてい
るが，課税処分がなされた段階で不服を主張させ，
処理させるための制度が，このように一応整備さ
れていることは，…右の解釈をとりうるための基
礎を提供している．」と述べられ，「滞納処分に対
する訴訟において課税要件の誤認が原則として滞
納処分の違法事由にならないということは，課税
処分の本来の効果をのちの訴訟において通用せし
める公定力とは別個の，課税要件の存否の主張に
関する遮断効が課税処分に結び付けられているこ
との結果として理解すべきであろう．」と述べられ
ている55）．
　この小早川教授の指摘を俯瞰すると，私見では
あるが，「違法性の承継」の有無の判断において，
納税者の「権利救済制度の整備」が，遮断効と課
税処分が結び付けられている理由であって，その
納税者の「権利救済制度が整備」されていれば遮
断効がその納税者にも及び，逆にそれが整備され
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ていなければ遮断効はその納税者には及ばないこ
とを意味するように思われる．このように考える
と，遮断効は納税者の「権利救済制度の整備の程
度」に依存するものとも考えられる．
　ここで，小早川教授は「公定力」という用語を
包括的ないし多義的な広い意味で使われており56），
「遮断効」についてはいわゆる現在の通説的な理解
における取消訴訟の排他的管轄という意味として
使われている57）．第二次納税義務が主たる課税処
分の違法に対する争訟の可否の観点からすると，
その第二次納税義務者が主たる課税処分の違法を
争うための「権利救済制度の整備」がされている
かどうかの観点が必要とされることを意味すると
思われる．
5 　浅田久治郎教授の反論
　浅田久治郎教授は，これに対して，「違法性の承
継理論を根拠とする肯定説については，違法性の
承継理論の背景には先行行為の法律状態の安定と
個人の権利の保護救済という二つの異なった要求
を調和させることを目的としているものがあり，
処分の相手方の権利救済を無視してまで法的安定
性を図る趣旨ではないとする理論も成立しようが，
第二次納税義務者が，法的安定性を無視してまで
権利の救済を図られるべき地位にあるということ
には疑問があるし，このように解すると，租税債
権者であることを前提として行う履行義務の強制
的実現を図るための執行行為―徴収法第34条の規
定と同様の目的からする商法第134条ノ 2 ，第430
条等の規定による清算人に対する損害賠償請求，
徴収法39条の規定と同様の目的からする詐害行為
取消訴訟など―においても，主たる納税者に対す
る課税処分の取消事由となる瑕疵の主張を認める
必要があることとなり（故意・過失，悪意の問題
を重視すべきで，問題が異なるとの反論もあろう
が．），賛同できない．」とする58）．
　しかしながら，私見としては，浅田教授の「第
二次納税義務者が，法的安定性を無視してまで権
利の救済を図られるべき地位にあるということに
は疑問がある」との見解については，平成18年判
決が主たる納税義務者と第二次納税義務者の「関
係には種々の態様があるのであるし，…第二次納
付告知によって自ら独立した納税義務を負うこと
になる納税義務者の人的独立性を，すべての場面
において完全に否定し去ることは相当ではない」
として，「訴権上の一体性」が無い場合があること
を認めているから，かような第二次納税義務者に
ついては権利の救済自体は認めるべきであると考
える．
6 　違法性の承継の再論
　金子宏教授はその著書『租税法』において，「第
二次納税義務者は，多くの場合，実質的には本来
の納税義務者と一体であるから，本来の納税義務
者をして更正・決定等を争わせるとか，予防的な
意味で自ら更正・決定等を争いうることが多いで
あろう（それは認められるべきである）が，しか
し，本書の初版以来述べてきたように，第二次納
税義務者が，常に第二次納税義務者とそのような
密接な関係をもっているとは限らない．むしろ，
第二次納税義務の告知があって，はじめて自分の
おかれている状況を知り，しかもそのときには，
本来の納税義務者に対する更正・決定等に対する
出訴期間が経過している場合も少なくない．この
ような場合に，第二次納税義務者に更正・決定等
の違法性を争う機会を与えないのは，不合理であ
る．」とされ59），「本来の納税義務者に対する更正・
決定等の内容が，第二次納税義務の内容を為して
いることに鑑みると，このような場合に，更正・決
定等の違法性のうち実体的違法性は第二次納税義
務の告知処分の違法原因でもあると考え，第二次
納税義務者は，更正・決定等に存した実体的違法
性を理由として告知処分の取消を求めることがで
きると解すべきであろう．（最高裁平成18年 1 月19
日判決における泉裁判官の意見も同旨）．とする．
　さらに，「裁判制度の適正な運用と納税者の便宜
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の観点からは，本来の納税義務者に対する確定処
分の違法と納付告知処分に固有の違法を同時に争
い同時に解決しうることが適当であり，その意味
で著者のように解するのが適当である．」とされ
る．
　金子教授が，第二次納税義務の納付告知取消訴
訟において，本来の課税処分の違法と納付告知処
分の違法を同時に争い同時に解決するのが第二次
納税義務者の権利救済の観点から適当であるとの
見解に筆者も賛同したい．なぜなら，現行制度は，
第二次納税義務者の主たる課税処分の違法の争訟
について「権利救済制度の整備」の観点からは未
だ不十分であり，主たる納税義務者と第二次納税
義務者との関係において「訴権上の一体性」が無
いのならば，納付告知処分の違法の争訟と主たる
課税処分の違法の争訟とを別々に争うよりも同時
に争うことが第二次納税義務者の便宜となると考
えられるからである．
結びに代えて
　第二次納税義務制度は，主たる納税義務者と第
二次納税義務者の関係において憲法上保障されて
いる財産権を侵害されても公平を失しない程度の
一体性・親近性がある関係，「財産権上の一体性」
を予定している．
　これとは別に，第二次納税義務者が主たる課税
処分の違法を争訟できるかは，第二次納税義務者
の裁判を受ける権利に係る問題であり，これは第
二次納税義務の原告適格の問題として捉えられた．
すなわち，行政処分の取消訴訟制度における原告
適格の有無は，行政事件訴訟法の 9 条 1 項の「法
律上の利益を有する者」の解釈論となり，この解
釈論は，行政事件訴訟法の改正の前後を通して①
法律上保護されている利益説から，②法律上保護
に値する利益説に近づく傾向をみせている．この
傾向の中で注目されるのが，行政法における実体
法と手続法の連結がみられることであった．すな
わち，これを第二次納税義務者に主たる課税処分
の違法につき原告適格を認めるという観点からみ
ると，主たる課税処分を実体法に係るものとし，
第二次納税義務の納付告知処分をそれに続く手続
法に係るものとすると，両者の連結は主たる課税
処分の違法が第二次納税義務の納付告知処分に承
継されるという「違法性の承継」の問題に対応す
るものと捉えることができる．また，原告適格の
観点から平成18年判決をみると，第二次納税義務
者の原告適格を判断する基準として，第二次納税
義務者の「訴権」が主たる納税義務者に代理され
るか否かという基準，すなわち，「訴権上の一体
性」の有無という基準が導き出された．
　さらに，第二次納税義務者が主たる課税処分を
自らの納付告知処分の取消訴訟において争えるか
との観点から，「違法性の承継」の問題を検討し
た．通説における「違法性の承継」の有無の判断
基準は明確ではなく，金子宏教授と小早川光郎教
授の主張の検討から「違法性の承継」の有無の判
断基準は「行政処分の安定」と「国民の権利保護」
との比較衡量によって個別的に検討されるべきも
のとして捉えることができることを指摘した．
　そしてそれは，納税者の「権利救済制度の整備
の程度」に依存することが示された．すなわち，
第二次納税義務者が主たる課税処分の違法の争訟
可否を判断する基準としての「訴権上の一体性」
に対してもう一つの判断材料としての第二次納税
義務者の「権利救済制度の整備の程度」が加えら
れることとなったのである．
　金子教授は第二次納税義務が主たる課税処分の
違法を争うのは，自らの納付告知処分の取消訴訟
でされるべきとされ，その理由として，裁判制度
の適正な運用と納税者の便宜を指摘される．筆者
も同じ立場である．
　冒頭で，第二次納税義務制度と行政事件訴訟法
の沿革に触れて，課税庁が徴収の実効性が上がら
ない現状打破のため第二次納税義務制度の拡充を
選択した歴史的事実を確認した．これは課税庁が
訴訟による手間や日時を省き徴税の早期確保を実
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現するために，課税庁がかつて負っていた手間や
時間を第二次納税義務者に負担させたということ
を意味した．かような第二次納税義務者の負担の
もとでの第二次納税義務制度の拡充がされたとい
う沿革に照らすと，第二次納税義務の「訴権」は
その「権利救済制度の整備」として確保されるべ
きものであり，それがもし整っていないのであれ
ば，その整備の不足する程度に応じて第二次納税
義務者の「訴権」である原告適格の有無の基準の
判断において尊重されるべきものといえよう．
　また，行政事件訴訟法は，二次納税義務制度の
導入及び拡充された時期においては，未だ制定さ
れておらず，納税者の権利救済の観点からは十分
でない行政事件訴訟特例法が存在していたのであ
った．このような行政事件訴訟法の制定の沿革に
鑑みると，第二次納税義務者の主たる課税処分の
違法に対する争訟可否の判断においては，「訴権上
の一体性」の有無の観点に加えて，第二次納税義
務者が主たる課税処分の違法を争う「権利救済制
度の整備の程度」の観点の両面で行われるべきで
あろう．
1） 本稿では，行政処分の取消を，その処分庁に求め
る「不服申立て」及び裁判所に求める「訴訟」とい
う二つの行為を合わせて「争訟」と呼ぶこととする．
2） 金子宏『租税法〔第23版〕』170頁（弘文堂2019）．
3） 金子・前掲注 2 ），168頁．
4） 「訴権上の一体性」とは，両者の関係において第二
次納税義務者に憲法上保障されている訴権である原
告適格が主たる納税義務者に十分に代理されている
といえるほどの親近性や一体性がある関係をいう．
5） 高木英樹「第二次納税義務者が本来の納税義務者
に対する課税処分の瑕疵につき不服申立てをするこ
との可否―最高裁平成18年 1 月19日第一小法廷判決
の理論構成の分析を中心として―」アコード・タッ
クス・レビュー 5 号30頁（2016）．
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ないような関係をいう．
7） ここでの違法は，重大明白な無効原因となる違法
ではなく取り消しうべき違法とする．なお，無効原
因の違法と取消原因の違法の区分基準については，
塩野宏『行政法Ⅰ行政法総論〔第 6 版〕』180頁（有
斐閣2019）参照．
8） 高木・前掲注 5 ），36頁．同最高裁は違法性の承継
が認められないとの判断をしたがこの点については，
別稿で議論したい．
9） 平成18年判決の泉徳治裁判官の補足意見を参照．
10） 旧国税徴収法の改正（昭和26年法律78号）により
導入された．
11） 大蔵省租税徴収制度調査会「租税徴収制度調査会
答申」12頁（1958）．
12） 鈴木武雄＝安藤良雄監修『昭和財政史―終戦から
講和まで―第 8 巻』343頁以下（東洋経済新報社
1977）．
13） 青山善充＝碓井光明編集代表『日本立法資料全集
国税徴収法〔昭和改正編〕（ 1 ）』296頁以下（信山社
2002）．
14） 青山・前掲注13），296頁．
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